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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両のばね上とばね下との間に配設された減衰力可変式の減衰力発生装置と、
　非線形Ｈ∞制御理論に基づいて可変減衰係数を演算し、該可変減衰係数と予め設定され
た固定減衰係数との和である目標減衰係数を演算する演算制御装置と、
を有する車両用サスペンション装置において、
　前記演算制御装置は、上方向をばね上の速度の正の方向とし、ばね上とばね下とを近づ
ける方向を前記目標減衰係数に基づく目標減衰力の正の方向として、前記目標減衰係数に
基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と同一であるときには、前記目標減衰力を
最終的な目標減衰力として前記減衰力発生装置を制御し、前記二つの符号が異なるときに
は、大きさがばね上の速度及び前記目標減衰係数の積と同一で符号が逆転された値を最終
的な目標減衰力として前記減衰力発生装置を制御する、
ことを特徴とする車両用サスペンション装置。
【請求項２】
　前記演算制御装置は、
　ばね上とばね下とが離れる方向を正として、ばね上及びばね下の相対速度を求め、
　前記目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と異なり、かつ、相
対速度の符号がばね上の速度の符号と同一であるときには、大きさがばね上の速度及び前
記目標減衰係数の積と同一で符号が逆転された値を最終的な目標減衰力として前記減衰力
発生装置を制御し、
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　前記目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と異なり、かつ、相
対速度の符号がばね上の速度の符号と異なるときには、ばね上の速度及び前記目標減衰係
数の積を最終的な目標減衰力として前記減衰力発生装置を制御する、
ことを特徴とする請求項１に記載の車両用サスペンション装置。
【請求項３】
　前記演算制御装置は、ばね上とばね下とが離れる方向を正として、ばね上及びばね下の
相対速度を求め、相対速度及び前記目標減衰係数の積の符号とばね上の速度の符号とが同
一であるか否かにより、前記目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符
号と同一であるか否かを判定することを特徴とする請求項１又は２に記載の車両用サスペ
ンション装置。
【請求項４】
　前記減衰力発生装置は、減衰係数を多段階に設定する複数の減衰係数制御段を有し、前
記演算制御装置は、各減衰係数制御段についてばね上及びばね下の相対速度と減衰力との
関係を記憶しており、前記最終的な目標減衰力と相対速度とに基づいて、前記関係より目
標の減衰係数制御段を求め、減衰係数制御段が前記目標の減衰係数制御段になるよう前記
減衰力発生装置を制御することを特徴とする請求項１ないし３の何れか一つに記載の車両
用サスペンション装置。
【請求項５】
　前記減衰力発生装置は、減衰係数を連続的に変更可能であり、前記演算制御装置は、前
記二つの符号が異なるときには、前記最終的な目標減衰力をばね上及びばね下の相対速度
にて除算した値を最終的な目標減衰係数として、減衰係数が前記最終的な目標減衰係数に
なるよう前記減衰力発生装置を制御することを特徴とする請求項１ないし３の何れか一つ
に記載の車両用サスペンション装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車等の車両のサスペンション装置に係り、更に詳細には、減衰力可変式
減衰力発生装置を備えたサスペンション装置に係る。
【背景技術】
【０００２】
　車両のサスペンション装置は、一般に、サスペンションスプリングと、減衰力発生装置
としてのショックアブソーバとを備えており、サスペンションスプリング及びショックア
ブソーバは車両のばね上とばね下との間に配設されている。サスペンションスプリングは
ばね上及びばね下の相対変位を許容することによって路面からの振動入力を吸収し、ショ
ックアブソーバは減衰力を発生することによってばね上の振動を減衰させる。そして、シ
ョックアブソーバが発生する減衰力は、ショックアブソーバの減衰係数と車輪のストロー
ク速度、すなわち、ばね上及びばね下の相対変位の速度との積である。
【０００３】
　自動車等の車両のショックアブソーバとして、減衰係数を変化させることが可能な減衰
力可変式ショックアブソーバが従来よく知られており、また、広く使用されている。減衰
力可変式ショックアブソーバによれば、車両の走行状況に応じて減衰係数を変化させるこ
とができるので、減衰係数が一定の場合に比して、車両の乗り心地性や操縦安定性を向上
させることができる。
【０００４】
　例えば、本願出願人の出願にかかる下記の特許文献１には、非線形Ｈ∞制御理論に基づ
いて減衰係数が可変制御されるショックアブソーバを備えたサスペンション装置が記載さ
れている。このサスペンション装置においては、非線形Ｈ∞制御理論に基づいて可変減衰
係数が演算され、該可変減衰係数と予め設定された固定減衰係数との和が目標減衰係数と
して演算され、目標減衰係数に基づいてショックアブソーバの減衰係数が制御される。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－１４８２０８号公報
【発明の概要】
【０００６】
〔発明が解決しようとする課題〕
　非線形Ｈ∞制御理論に基づいて演算される可変減衰係数の大きさや符号は、ばね上速度
、車輪のストローク、ばね上の運動（ヒーブ、ロール、ピッチ）によって変化し、よって
、目標減衰係数の大きさや符号もばね上速度等によって変化する。一般に、ばね上速度が
高い場合には、可変減衰係数の大きさや符号は、主としてばね上速度により決定される。
従って、目標減衰係数に対応する目標減衰力の方向がばね上の制振に必要な方向及びショ
ックアブソーバにより発生可能な減衰力の方向と一致し、ばね上の振動が効果的に制振さ
れる。
【０００７】
　しかし、ばね上速度が低い場合には、可変減衰係数の大きさや符号は、主としてばね上
の運動により決定される。そのため、目標減衰係数に対応する目標減衰力の方向がばね上
の制振に必要な方向とは逆になったり、目標減衰力に基づいてショックアブソーバを制御
してもばね上の制振に必要な方向の減衰力を発生できなくなったりし易い。よって、サス
ペンション装置の制振性能を向上させるためには、減衰力の作用方向ができるだけばね上
の制振に必要な方向に一致するよう、減衰力の作用方向を修正する必要がある。
【０００８】
　本発明は、非線形Ｈ∞制御理論に基づいて減衰係数が可変制御されるショックアブソー
バを備えたサスペンション装置における上述の如き問題に鑑みてなされたものである。そ
して、本発明の主要な課題は、目標減衰力の方向がばね上の制振に必要な方向とは逆にな
ったり、ばね上の制振に必要な方向の減衰力を発生できなくなったりすることを防止し、
サスペンション装置の制振性能を一層向上させることである。
【０００９】
〔課題を解決するための手段及び発明の効果〕
　上述の主要な課題は、本発明によれば、車両のばね上とばね下との間に配設された減衰
力可変式の減衰力発生装置と、非線形Ｈ∞制御理論に基づいて可変減衰係数を演算し、該
可変減衰係数と予め設定された固定減衰係数との和である目標減衰係数を演算する演算制
御装置と、を有する車両用サスペンション装置において、前記演算制御装置は、上方向を
ばね上の速度の正の方向とし、ばね上とばね下とを近づける方向を前記目標減衰係数に基
づく目標減衰力の正の方向として、前記目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上
の速度の符号と同一であるときには、前記目標減衰力を最終的な目標減衰力として前記減
衰力発生装置を制御し、前記二つの符号が異なるときには、大きさがばね上の速度及び前
記目標減衰係数の積と同一で符号が逆転された値を最終的な目標減衰力として前記減衰力
発生装置を制御する、ことを特徴とする車両用サスペンション装置によって達成される。
【００１０】
　目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と同一であるときには、
目標減衰力に基づいて発生される減衰力の方向はばね上の制振に必要な方向に一致するの
で、減衰力の作用方向が逆転される必要はない。しかし、目標減衰係数に基づく目標減衰
力の符号がばね上の速度の符号と異なるときには、目標減衰力に基づいて発生される減衰
力の方向が、状況によってばね上の制振に必要な方向とは逆になり、減衰力の制御に起因
してばね上の振動が悪化される。よって、目標減衰力が修正される必要がある。
【００１１】
　上記の構成によれば、目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と
同一であるときには、目標減衰力を最終的な目標減衰力として減衰力発生装置が制御され
る。よって、目標減衰係数に基づく目標減衰力はばね上の制振に必要な方向に作用し、ば
ね上が効果的に制振される。また、上記二つの符号が異なるときには、大きさがばね上の
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速度及び目標減衰係数の積と同一で符号が逆転された値を最終的な目標減衰力として減衰
力発生装置が制御される。
　後に詳細に説明するように、上記二つの符号が異なるときには、目標減衰係数に基づく
目標減衰力は、ばね上を制振することができず、或いはばね上の振動を悪化させます。こ
れに対し、大きさがばね上の速度及び目標減衰係数の積と同一で符号が逆転された値であ
る最終的な目標減衰力は、ばね上及びばね下の相対速度の符号によっては、スカイフック
理論に基づく減衰力と同様にばね上を制振するよう作用し、或いはばね上の振動を悪化さ
せない。よって、この最終的な減衰力によれば、減衰力の制御に起因してばね上の振動が
悪化されることを防止すべく目標減衰力が例えば０に修正される場合に比して、ばね上を
効果的に制振することができる。
【００１２】
　また、本発明によれば、上記の構成において、前記演算制御装置は、ばね上とばね下と
が離れる方向を正として、ばね上及びばね下の相対速度を求め、前記目標減衰係数に基づ
く目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と異なり、かつ、相対速度の符号がばね上の速
度の符号と同一であるときには、大きさがばね上の速度及び前記目標減衰係数の積と同一
で符号が逆転された値を最終的な目標減衰力として前記減衰力発生装置を制御し、前記目
標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と異なり、かつ、相対速度の
符号がばね上の速度の符号と異なるときには、ばね上の速度及び前記目標減衰係数の積を
最終的な目標減衰力として前記減衰力発生装置を制御するよう構成される。
【００１３】
　目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号が異なる場合に、目標減
衰力に基づいて発生される減衰力の方向が、ばね上の制振に必要な方向とは逆になるか否
かは、ばね上及びばね下の相対速度の方向によって異なる。すなわち、ばね上とばね下と
が離れる方向を正として、相対速度の符号がばね上の速度の符号と同一であるときには、
目標減衰力に基づいて発生される減衰力の方向が、ばね上の制振に必要な方向とは逆にな
る。よって、目標減衰力の方向が逆転されることにより、減衰力の作用方向が逆転される
必要がある。
【００１４】
　しかし、相対速度の符号がばね上の速度の符号とは異なるときには、目標減衰力の方向
が逆転されると、目標減衰力に基づいて発生される減衰力の方向は、ばね上の制振に必要
な方向とは逆になる。減衰力の制御に起因してばね上の振動が悪化されることを防止する
ためには、目標減衰力の方向が逆転されないことが必要である。
【００１５】
　上記の構成によれば、相対速度の符号がばね上の速度の符号と同一であるときには、大
きさがばね上の速度及び目標減衰係数の積と同一で符号が逆転された値を最終的な目標減
衰力として減衰力発生装置が制御される。よって、目標減衰係数に基づく目標減衰力の方
向が逆転されることにより、目標減衰力はばね上の制振に必要な方向に作用し、ばね上が
効果的に制振される。
【００１６】
　これに対し、相対速度の符号がばね上の速度の符号と異なるときには、ばね上の速度及
び目標減衰係数の積を最終的な目標減衰力として減衰力発生装置が制御される。よって、
目標減衰力の方向は逆転されないので、減衰力がばね上の制振に必要な方向とは逆の方向
に作用することを防止することができ、これにより減衰力の制御に起因してばね上の振動
が悪化されることを防止することができる。
【００１７】
　また、本発明によれば、上記の構成において、前記演算制御装置は、ばね上とばね下と
が離れる方向を正として、ばね上及びばね下の相対速度を求め、相対速度及び前記目標減
衰係数の積の符号とばね上の速度の符号とが同一であるか否かにより、前記目標減衰係数
に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と同一であるか否かを判定するよう構成
される。
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【００１８】
　目標減衰係数に基づく目標減衰力は相対速度及び目標減衰係数の積である。よって、上
記の構成によれば、目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号がばね上の速度の符号と同一
であるか否かを確実に判定することができる。
【００１９】
　また、本発明によれば、上記の構成において、前記減衰力発生装置は、減衰係数を多段
階に設定する複数の減衰係数制御段を有し、前記演算制御装置は、各減衰係数制御段につ
いてばね上及びばね下の相対速度と減衰力との関係を記憶しており、前記最終的な目標減
衰力と相対速度とに基づいて、前記関係より目標の減衰係数制御段を求め、減衰係数制御
段が前記目標の減衰係数制御段になるよう前記減衰力発生装置を制御するよう構成される
。
【００２０】
　上記の構成によれば、減衰力発生装置が減衰係数を多段階に設定する複数の減衰係数制
御段を有するサスペンション装置において、減衰係数制御段を最適に制御し、これにより
サスペンション装置の制振性能を一層向上させることができる。
【００２１】
　また、本発明によれば、上記の構成において、前記減衰力発生装置は、減衰係数を連続
的に変更可能であり、前記演算制御装置は、前記二つの符号が異なるときには、前記最終
的な目標減衰力をばね上及びばね下の相対速度にて除算した値を最終的な目標減衰係数と
して、減衰係数が前記最終的な目標減衰係数になるよう前記減衰力発生装置を制御するよ
う構成される。
【００２２】
　上記の構成によれば、減衰力発生装置が減衰係数を連続的に変更可能であるサスペンシ
ョン装置において、減衰係数を最適に制御し、これによりサスペンション装置の制振性能
を一層向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明による車両用サスペンション装置の第一の実施形態を一つの車輪について
示す概略構成図である。
【図２】図１に示されたショックアブソーバについて、減衰力制御段ＳＥ1～ＳＥn及びＳ
Ｃ1～ＳＣnについて、ばね上－ばね下相対速度Ｖreと減衰力Ｆdとの関係を示すグラフで
ある。
【図３】第一の実施形態における減衰力制御プログラムを示すフローチャートである。
【図４】非線形Ｈ∞制御理論を使用して可変減衰係数Ｃｖが演算される際に想定される車
両の単輪モデルを示す図である。
【図５】評価出力ｚｐと制御入力ｕに周波数重みを加えた非線形Ｈ∞状態フィードバック
制御系の一般化プラントを示す図である。
【図６】第二の実施形態における減衰力制御プログラムを示すフローチャートである。
【図７】第一の実施形態の修正例として構成された第三の実施形態に於ける減衰力制御プ
ログラムの要部を示すフローチャートである。
【図８】第二の実施形態の修正例として構成された第四の実施形態に於ける減衰力制御プ
ログラムの要部を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に添付の図を参照しつつ、本発明を好ましい実施形態について詳細に説明する。
【００２５】
［第一の実施形態］
　図１は本発明による車両用サスペンション装置の第一の実施形態を一つの車輪について
示す概略構成図である。
【００２６】
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　図１において、符号１０は車両１００のサスペンション装置を全体的に示しており、サ
スペンション装置１０はサスペンション機構１２と演算制御装置１４とを有している。サ
スペンション機構１２はサスペンションスプリング１６及びショックアブソーバ１８を含
んでいる。サスペンションスプリング１６及びショックアブソーバ１８は、ばね上部材Ｈ
Ａとばね下部材ＬＡとの間に互いに並列の関係をなすよう配設されている。ばね上部材Ｈ
Ａは、車体のうちサスペンション装置１０が懸架する部分や、サスペンションスプリング
１６及びショックアブソーバ１８の上端を車体に連結する部材等を含んでいる。ばね下部
材ＬＡは、車輪２０を回転可能に支持する車輪支持部材や、車体と車輪支持部材とを接続
するサスペンションアーム等を含んでいる。
【００２７】
　サスペンションスプリング１６は、ばね上部材ＨＡ及びばね下部材ＬＡの相対変位を許
容することによって路面からの振動入力を吸収する。ショックアブソーバ１８は、減衰係
数を増減可能な減衰力可変式の減衰力発生装置として機能し、減衰力を発生することによ
ってばね上部材ＨＡの振動を減衰させる。演算制御装置１４はショックアブソーバ１８の
減衰係数を制御することによってショックアブソーバが発生する減衰力を制御する。なお
、車両１００は左右前輪及び左右後輪の四つの車輪を有し、サスペンションスプリング１
６及びショックアブソーバ１８は各車輪に対応して設けられている。
【００２８】
　ショックアブソーバ１８は、シリンダ２４とピストン２６とを有し、ピストン２６はシ
リンダ２４に対し相対的に往復動可能にシリンダに嵌合している。図示の実施形態におい
ては、ショックアブソーバ１８は、シリンダ２４の下端にてばね下部材ＬＡに連結され、
ピストン２６のロッド部の上端にてばね上部材ＨＡに連結されている。なお、ショックア
ブソーバ１８は、図１とは上下が逆転され、シリンダ２４の一端にてばね上部材ＨＡに連
結され、ピストン２６のロッド部の先端にてばね下部材ＬＡに連結されていてもよい。
【００２９】
　シリンダ２４及びピストン２６は、互いに共働してシリンダ上室２４Ｕ及びシリンダ下
室２４Ｌを形成しており、シリンダ上室２４Ｕ及びシリンダ下室２４Ｌには作動液体とし
てのオイルが充填されている。ピストン２６の本体には、シリンダ上室２４Ｕよりシリン
ダ下室２４Ｌへ向かうオイルの流れのみを許す連通路２８と、シリンダ下室３０よりシリ
ンダ上室２８へ向かうオイルの流れのみを許す連通路３０とが設けられている。連通路２
８及び３０には、それぞれ可変絞り装置３２及び３４が設けられており、可変絞り装置３
２及び３４はそれぞれ伸び行程用の減衰力発生弁及び縮み行程用の減衰力発生弁として機
能する。
【００３０】
　可変絞り装置３２及び３４の実効通路断面積、すなわち、開度はアクチュエータ３６に
より多段階に制御される。図２に示されている如く、伸び行程の減衰係数は制御段ＳＥ1
（ソフト）～ＳＥn（ハード）（ｎは正の整数）の多段階に制御され、縮み行程の減衰係
数は制御段ＳＣ1（ソフト）～ＳＣn（ハード）（ｎは正の整数）の多段階に制御される。
可変絞り装置３２及び３４は、それぞれ連通路２８及び３０を流通するオイルに流通抵抗
を与えることによって減数力を発生し、減衰力はシリンダ２４に対するピストン２６の相
対変位を抑制する方向に作用する。なお、アクチュエータ３６は例えばピストン２６の内
部に設けられていてもよい。
【００３１】
　アクチュエータ３６は演算制御装置１４により制御される。演算制御装置１４はマイク
ロコンピュータ３８を含み、マイクロコンピュータ３８は、ＣＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭ、入
出力ポート装置等を含み、これらが双方向性のコモンバスにより互いに接続された周知の
構成のものであってよい。なお、マイクロコンピュータ３８は、例えば左前輪、右前輪、
左後輪、右後輪の順に各車輪のアクチュエータ２６を制御するようになっていてよい。
【００３２】
　また、演算制御装置１４は、ばね上加速度センサ４０と、ばね下加速度センサ４２と、
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ストロークセンサ４４と、タイヤ変位量センサ４６とを含んでいる。ばね上加速度センサ
４０は、ばね上部材ＨＡに設けられており、絶対空間に対するばね上部材ＨＡの上下方向
の加速度であるばね上加速度ｘｐｂ”を検出し、検出したばね上加速度ｘｐｂ”を示す信
号を出力する。ばね下加速度センサ４２は、ばね下部材ＬＡに設けられており、絶対空間
に対するばね下部材ＬＡの上下方向の加速度であるばね下加速度ｘｐｗ”を検出し、検出
したばね下加速度ｘｐｗ”を示す信号を出力する。
【００３３】
　ストロークセンサ４４は、ばね上部材ＨＡとばね下部材ＬＡとの間に配設されており、
ばね上部材ＨＡの基準位置からの上下方向の変位量であるばね上変位量ｘｐｂとばね下部
材ＬＡの基準位置からの上下方向の変位量であるばね下変位量ｘｐｗとの差を検出する。
この差は、ばね上－ばね下相対変位量ｘｐｗ－ｘｐｂであるので、ストロークセンサ４４
は、検出したばね上－ばね下相対変位量ｘｐｗ－ｘｐｂを示す信号を出力する。タイヤ変
位量センサ４６は、路面の基準位置からの上下方向の変位量である路面変位量ｘｐｒとば
ね下変位量ｘｐｗとの差であるばね下相対変位量ｘｐｒ－ｘｐｗを検出し、検出したばね
下相対変位量ｘｐｒ－ｘｐｗを示す信号を出力する。
【００３４】
　なお、ばね上加速度センサ４０及びばね下加速度センサ４２は、上方向に向かう加速度
を正の加速度として検出し、下方向に向かう加速度を負の加速度として検出する。また、
ストロークセンサ４４は、ばね上部材ＨＡ及びばね下部材ＬＡが相対的に離れる方向の変
位量を正の相対変位量として検出し、逆方向の相対変位量を負の相対変位量として検出す
る。また、タイヤ変位量センサ４６は、ばね下部材ＬＡ及び車輪２０が基準の位置関係よ
りも相対的に近づく方向の変位量を正のタイヤ変位量として検出し、逆方向の変位量を負
のタイヤ変位量として検出する。
【００３５】
　上述の如く構成された実施形態において、図には示されていないイグニッションスイッ
チが乗員によりオンに切替えられると、マイクロコンピュータ３８は、図３に示されたフ
ローチャートに従って減衰力制御プログラムを所定の時間毎に繰り返し実行する。この場
合、減衰力制御プログラムは、例えば左前輪、右前輪、左後輪、右後輪の順に全ての車輪
について実行される。
【００３６】
　図３に示されたフローチャートによる減衰力制御プログラムは、ステップ１００にて開
始され、ステップ１１０においては、ばね上加速度センサ４０等の各センサより検出値を
示す信号が入力される。
【００３７】
　ステップ１２０においては、ばね上加速度ｘｐｂ”及びばね下加速度ｘｐｗ”がそれぞ
れ時間積分されることにより、ばね上部材ＨＡの上下方向の速度であるばね上速度ｘｐｂ

’及びばね下部材ＬＡの上下方向の速度であるばね下速度ｘｐｗ’が演算される。また、
ばね上－ばね下相対変位量ｘｐｗ－ｘｐｂが時間微分されることにより、ばね上速度ｘｐ

ｂ’とばね下速度ｘｐｗ’との差であるばね上－ばね下相対速度Ｖre（＝ｘｐｗ’－ｘｐ

ｂ’）が演算される。
【００３８】
　この場合、ばね上速度ｘｐｂ’及びばね下速度ｘｐｗ’は、上方向への速度である場合
には正の速度として演算され、下方向への速度である場合には負の速度として演算される
。また、ばね上－ばね下相対速度Ｖreは、ばね上部材ＨＡ及びばね下部材ＬＡが相対的に
離れる方向の速度である場合には正の速度として演算され、上記とは逆の方向の速度であ
る場合には負の速度として演算される。
【００３９】
　ステップ１３０においては、ショックアブソーバ１８の目標減衰係数Ｃｔが演算される
。この場合、目標減衰係数Ｃｔは、減衰係数の可変分（非線形部分）である可変減衰係数
Ｃｖと、減衰係数の固定分（線形部分）である固定減衰係数Ｃｓとの和により表される。
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固定減衰係数Ｃｓは、ショックアブソーバ１８の仕様に応じて予め定められている。固定
減衰係数Ｃｓは、例えばショックアブソーバ１８及び可変絞り装置３２、３４により実現
可能な減衰係数の最大値Ｃｍａｘと最小値Ｃｍｉｎの中間の値（（Ｃｍａｘ＋Ｃｍｉｎ）
／２）付近の減衰係数であってよい。
【００４０】
　可変減衰係数Ｃｖは非線形Ｈ∞制御理論を使用して演算される。この演算においては、
図４に示されている如き車両の単輪モデルが想定される。図４において、Ｍｂはばね上部
材ＨＡの質量であり、Ｍｗはばね下部材ＬＡの質量である。また、Ｋｓはサスペンション
スプリング１６のばね定数であり、Ｋｔは車輪２０のタイヤのばね定数である。さらに、
Ｃｓはショックアブソーバ１８の減衰係数のうちの固定分（固定減衰係数）であり、Ｃｖ

はショックアブソーバ１８の減衰係数のうちの可変分（可変減衰係数）である。
【００４１】
　図４に示された車両モデルの運動方程式は、下記の式（１）および式（２）により表さ
れる。

【数１】

【数２】

【００４２】
　上記式において、ｘｐｂ，ｘｐｂ’，ｘｐｂ”，ｘｐｗ，ｘｐｗ’，ｘｐｗ”，ｘｐｒ

は、それぞればね上変位量、ばね上速度、ばね上加速度、ばね下変位量、ばね下速度、ば
ね下加速度、タイヤ変位量であり、正負の符号は上述の通りである。
【００４３】
　また、制御入力ｕを可変減衰係数Ｃｖとし、外乱ｗ１を路面の上下変位速度ｘｐｒ’と
して、この車両モデルを状態空間表現すると、下記の式（３）のようになる。
【数３】

【００４４】
　ここで、ｘｐ、Ａｐ、Ｂｐ１、Ｂｐ２（ｘｐ）は、下記の式（４）の通りである。
【数４】

【００４５】
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　サスペンション装置１０の性能を向上させるためには、それぞればね上部材ＨＡの振動
、車両の乗り心地性、及びばね下部材ＬＡの振動に大きく影響するばね上速度ｘｐｂ’、
ばね上加速度ｘｐｂ”、及びばね上－ばね下相対速度Ｖreを同時に抑制する必要がある。
従って、評価出力ｚｐとして、ばね上速度ｘｐｂ’、ばね上加速度ｘｐｂ”及びばね上－
ばね下相対速度Ｖre（＝ｘｐｗ’－ｘｐｂ’）が使用される。また、サスペンション装置
１０においては、ばね上加速度ｘｐｂ”及びばね上－ばね下相対変位量ｘｐｗ－ｘｐｂを
比較的検出し易いので、ばね上加速度ｘｐｂ”及びばね上－ばね下相対変位量ｘｐｗ－ｘ

ｐｂが観測出力ｙｐとされる。また、観測出力ｙｐには観測ノイズｗ２が含まれていると
する。評価出力ｚｐ及び観測出力ｙｐを状態空間表現すると、下記の式（５）および式（
６）のようになる。
【数５】

【数６】

【００４６】
　上記式（５）及び（６）におけるｚｐ,ｙｐ，Ｃｐ１，Ｄｐ１２（ｘｐ），Ｃｐ２，Ｄ

ｐ２１，Ｄｐ２２（ｘｐ）は、それぞれ下記の式（７）の通りである。
【数７】

【００４７】
　ここで、モデルの状態空間表現を表す上記式（３）の右辺の第三項においては、係数Ｂ

ｐ２（ｘｐ）に状態量ｘｐが含まれ、このＢｐ２（ｘｐ）に制御入力ｕが掛け合わせられ
ている。よって、このシステムは双線形システムであり、状態量ｘｐの原点近傍では制御
入力ｕが作用せずに不可制御となる。この問題を解決するため、非線形な重み関数を用い
た非線形Ｈ∞状態フィードバック制御系が設計される。
【００４８】
　図５は、評価出力ｚｐと制御入力ｕに周波数重みを加えた非線形Ｈ∞状態フィードバッ
ク制御系の一般化プラントを示している。図５に示された一般化プラントにおいて、評価
出力ｚｐ及び制御入力ｕに周波数重みＷｓ（ｓ）及びＷｕ（ｓ）がそれぞれ乗算され、さ
らに、下記の式（８）の条件を満たす、状態量ｘについての非線形な重み関数ａ１（ｘ）
及びａ２（ｘ）がそれぞれ乗算されている。
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【数８】

【００４９】
　周波数重みＷｓ（ｓ）に対する状態空間表現は、周波数重みＷｓ（ｓ）の状態量ｘｗ、
周波数重みＷｓ（ｓ）の出力ｚｗおよび各定数行列Ａｗ，Ｂｗ，Ｃｗ，Ｄｗにより、下記
の式（９）のように表される。また、周波数重みＷｕ（ｓ）に対する状態空間表現は、周
波数重みＷｕ（ｓ）の状態量ｘｕ、周波数重みＷｕ（ｓ）の出力ｚｕおよび各定数行列Ａ

ｕ，Ｂｕ，Ｃｕ，Ｄｕにより、下記式（１０）のように表される。なお、下記の式（９）
、（１０）において、ｘｗ’及びｘｕ’は、それぞれｘｗ及びｘｕの微分値である。
【数９】

【数１０】

【００５０】
　上記式（３）にて示されたモデルの状態空間表現は、式（９）および式（１０）を用い
ることにより下記の式（１１）のように表される。なお、下記の式（１１）において、ｘ
’はｘの微分値である。また、状態量ｘ、各係数行列Ａ，Ｂ１，Ｂ２（ｘ），Ｃ１１，Ｄ

１２１（ｘ），Ｃ１２，Ｄ１２２（ｘ）は、下記の式（１２）に示された値である。
【数１１】

【数１２】

【００５１】
　上記式（１１）により表される状態空間表現は、下記の式（１３）に示す条件によって
、下記の式（１４）のように表される。

【数１３】
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【数１４】

【００５２】
　ここで、係数行列Ｄ１２２

－１が存在し、所定の正定数γに対して下記の式（１５）に
示されたリカッチ方程式を満たす正定対称解Ｐが存在し、かつ、重み関数ａ１（ｘ），ａ

２（ｘ）が下記の式（１６）の制約条件を満たす場合に、閉ループシステムが内部安定と
なり、かつ、外乱に対するロバスト性を表すＬ２ゲインがγ以下となる制御入力ｕ（＝ｋ
（ｘ））は下記の式（１７）に示すように表される

【数１５】

【数１６】

【数１７】

【００５３】
　上記式（１６）を満たす重み関数ａ１（ｘ），ａ２（ｘ）が下記の式（１８）のように
表されると、上記式（１７）により表される制御入力ｕ＝ｋ（ｘ）は、下記の式（１９）
のように表される。

【数１８】

【数１９】

【００５４】
　ここで、上記式（１８）、（１９）におけるｍ１（ｘ）は任意の正定関数である。
【００５５】
　制御入力ｕは上記式（１９）により演算可能であるので、制御入力ｕである可変減衰係
数Ｃｖは上記式（１９）に従って演算される。なお、上述の非線形Ｈ∞制御理論に基づく
減衰係数の演算手法は、既に公知であり、また上記特許文献１等に詳述されているので、
より詳しくは、この文献等を参照されたい。
【００５６】
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　よって、ステップ１３０においては、ショックアブソーバ１８の目標減衰係数Ｃｔは、
上述の如く演算された可変減衰係数Ｃｖに予め設定された固定減衰係数Ｃｓが加算される
ことにより演算される。
【００５７】
　ステップ１４０においては、上述の如く演算された目標減衰係数Ｃｔとばね上－ばね下
相対速度Ｖre（＝ｘｐｗ’－ｘｐｂ’）との積が、目標減衰係数に基づく目標減衰力Ｆdt
として演算される。
【００５８】
　ステップ１５０においては、目標減衰力Ｆdtが正の値、すなわち、縮み方向の減衰力で
あるか否かの判別が行われる。そして、肯定判別が行われたときには、制御はステップ１
６０へ進み、否定判別が行われたときには、制御はステップ１７０へ進む。
【００５９】
　ステップ１６０においては、ばね上速度ｘｐｂ’が正の値、すなわち、ばね上部材ＨＡ
が上方へ変位している状況であるか否かの判別が行われる。そして、肯定判別が行われた
ときには、制御はステップ２００へ進み、否定判別が行われたときには、制御はステップ
２１０へ進む。
【００６０】
　ステップ１７０においては、ばね上速度ｘｐｂ’が０又は負の値、すなわち、ばね上部
材ＨＡが変位していないか又は下方へ変位している状況であるか否かの判別が行われる。
そして、肯定判別が行われたときには、制御はステップ２００へ進み、否定判別が行われ
たときには、制御はステップ２１０へ進む。
【００６１】
　すなわち、ステップ１５０～１７０においては、目標減衰力Ｆdtの符号とばね上速度ｘ

ｐｂ’ の符号とが同一であるか否かの判別が行われる。そして、二つの符号が同一であ
ると判定されたときには、制御はステップ２００へ進み、二つの符号が同一ではないと判
定されたときには、制御はステップ２１０へ進む。
【００６２】
　ステップ２００においては、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdtが、ステ
ップ１４０において演算された目標減衰力Ｆdtに設定される。換言すれば、目標減衰力は
修正されない。
【００６３】
　これに対し、ステップ２１０においては、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆ
fdtが、ばね上速度ｘｐｂ’及び目標減衰係数Ｃｔの積と同一の大きさで符号が逆転され
た値－ｘｐｂ’×Ｃｔに設定される。
【００６４】
　ステップ２３０においては、最終目標減衰力Ｆfdtが正の値、すなわち、縮み方向の減
衰力であるか否かの判別が行われる。そして、肯定判別が行われたときには、ＲＯＭに記
憶されている図２のグラフの第一象限に示された減衰力－制御段参照テーブルを参照して
、伸び行程用の減衰力発生弁として機能する可変絞り装置３２の目標制御段ＳＥtが決定
される。減衰力－制御段参照テーブルには、可変絞り装置３２により設定可能な全ての減
衰力制御段ＳＥ1～ＳＥnについて、ばね上－ばね下相対速度Ｖreとショックアブソーバ１
８の減衰力との関係が記憶されている。この場合、ばね上－ばね下相対速度Ｖreと最終目
標減衰力Ｆfdtとに基づいて、制御段ＳＥ1～ＳＥnのうち最も近い制御段が目標制御段Ｓ
Ｅtに決定される。
【００６５】
　また、ステップ２３０において、否定判別が行われたときには、ＲＯＭに記憶されてい
る図２のグラフの第三象限に示された減衰力－制御段参照テーブルを参照して、縮み行程
用の減衰力発生弁として機能する可変絞り装置３４の目標制御段ＳＣtが決定される。減
衰力－制御段参照テーブルには、可変絞り装置３４により設定可能な全ての減衰力制御段
ＳＣ1～ＳＣnについて、ばね上－ばね下相対速度Ｖreとショックアブソーバ１８の減衰力
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との関係が記憶されている。この場合、ばね上－ばね下相対速度Ｖreと最終目標減衰力Ｆ
fdtとに基づいて、制御段ＳＣ1～ＳＣnのうち最も近い制御段が目標制御段ＳＣtに決定さ
れる。
【００６６】
　ステップ２４０においては、目標制御段がＳＥtであるときには、目標制御段ＳＥtに対
応する制御信号が可変絞り装置３２へ出力されることにより、可変絞り装置３２により設
定される制御段ＳＥが目標制御段ＳＥtに制御される。よって、ショックアブソーバ１８
の減衰力が最終目標減衰力Ｆfdtにできるだけ近い値に制御される。なお、縮み行程の減
衰力は０でよいので、縮み行程用の減衰力発生弁として機能する可変絞り装置３４の目標
制御段ＳＣtは、図２には示されていないフルソフトの制御段ＳＣ0（実質的に減衰力を発
生しない制御段）に制御される。
【００６７】
　これに対し、目標制御段がＳＣtであるときには、目標制御段ＳＣtに対応する制御信号
が可変絞り装置３４へ出力されることにより、可変絞り装置３４により設定される制御段
ＳＣが目標制御段ＳＣtに制御される。よって、ショックアブソーバ１８の減衰力が最終
目標減衰力Ｆfdtにできるだけ近い値に制御される。なお、伸び行程の減衰力は０でよい
ので、伸び行程用の減衰力発生弁として機能する可変絞り装置３２の目標制御段ＳＥtは
、図２には示されていないフルソフトの制御段ＳＥ0（実質的に減衰力を発生しない制御
段）に制御される。
【００６８】
　ステップ２４０が完了すると、ステップ２５０において図３に示されたフローチャート
による制御は一旦終了し、ステップ１１０以降が再度実行される。
【００６９】
＜第一の実施形態の作動＞
　以上の説明より解る如く、ステップ１１０～１３０において、非線形Ｈ∞制御理論を使
用して、ショックアブソーバ１８の目標減衰係数Ｃｔが、可変減衰係数Ｃｖと予め設定さ
れた固定減衰係数Ｃｓとの和に演算される。また、ステップ１４０において、目標減衰係
数Ｃｔとばね上－ばね下相対速度Ｖreとの積が目標減衰力Ｆdtとして演算される。そして
、ステップ１５０において、目標減衰力Ｆdtの符号とばね上速度ｘｐｂ’の符号との関係
に応じて、減衰力の制御が行われる。
【００７０】
　ショックアブソーバ１８が減衰力を発生することができる方向は、目標減衰係数Ｃｔの
符号のみならず、ばね上－ばね下相対速度Ｖreの符号によっても決定される。ばね上速度
ｘｐｂ’、相対速度Ｖre、目標減衰係数Ｃｔの符号の組合せは、下記の表１及び表２に示
されている如く、ケースＡ～Ｈの８通りあるので、各ケースについてサスペンション装置
１０の作動を説明する。これらのケースのうち、ケースＡ及びＦが最も頻繁に生じると共
に、継続時間が最も長い事象である。
【００７１】
　なお、表１は上記公開公報に記載されている如き従来のサスペンション装置の場合を示
しており、表２は第一の実施形態のサスペンション装置の場合を示している。また、表１
及び表２において、可変絞り装置の「伸び」は縮み方向の減衰力を発生する伸び側の可変
絞り装置３２を示し、可変絞り装置の「縮み」は伸び方向の減衰力を発生する縮み側の可
変絞り装置３４を示している。また、表２において、「符号の異同」は、目標減衰係数Ｃ

ｔの符号と、ばね上速度ｘｐｂ’の符号との異同である。また、表１及び表２において、
「ばね上制振の効果」の○、△、×は、それぞれ「ばね上制振の効果あり」、「ばね上制
振の効果なし」、「ばね上の振動悪化」を意味する。さらに、表２において、ハッチング
が施された部分は、第一の実施形態のサスペンション装置の作動が従来のサスペンション
装置の作動とは異なる部分を示している。これらのことは、後述の表３についても同様で
ある。
【００７２】
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【表１】

【表２】

【００７３】
［１］目標減衰力が縮み方向の減衰力である場合
　目標減衰力が縮み方向の減衰力になるのは、目標減衰力が正の場合であるので、上記ケ
ースＡ、Ｄ、Ｅ、Ｈの四つの場合である。
【００７４】
　ステップ１５０において肯定判別が行われ、ステップ１６０において、ばね上速度ｘｐ

ｂ’が正の値であるか否かの判別、すなわち、目標減衰力Ｆdtの符号及びばね上速度ｘｐ

ｂ’の符号が共に正で同一であるか否かの判別が行われる。
【００７５】
［１－１］目標減衰力の符号及びばね上速度の符号が同一である場合
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　上記ケースＡ及びＤの場合であり、これらの場合には、ステップ１６０において肯定判
別が行われ、ステップ２００において、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdt
が目標減衰力Ｆdtに設定される。
【００７６】
　［ケースＡ］の場合には、相対速度Ｖreが正の値であるので、伸び側の可変絞り装置３
２により発生される縮み方向の減衰力は、ばね上速度ｘｐｂ’の大きさを減少させる方向
に作用する。よって、ばね上部材ＨＡの制振が良好に行われる。
【００７７】
　これに対し、［ケースＤ］の場合には、相対速度Ｖreが負の値であるので、伸び側の可
変絞り装置３２を制御しても縮み方向の減衰力を発生させることができない。よって、ば
ね上部材ＨＡの制振は行われない。
【００７８】
　なお、従来のサスペンション装置の作動は、第一の実施形態においてステップ１５０～
１７０が実行されない場合と等価である。よって、ケースＡ及びＤの何れの場合も、従来
及び第一の実施形態のサスペンション装置の作動は同一であり、従って、ばね上制振の効
果も同一である。
【００７９】
［１－２］目標減衰力の符号とばね上速度の符号とが異なる場合
　上記ケースＥ及びＨの場合であり、これらの場合には、ステップ１６０において否定判
別が行われる。
【００８０】
　［ケースＥ］の場合には、相対速度Ｖreが負の値であるので、伸び側の可変絞り装置３
２を制御すると、縮み方向の減衰力が発生し、ばね上速度ｘｐｂ’の大きさを増大させる
方向に作用する。よって、従来のサスペンション装置の場合には、減衰力の制御によって
ばね上部材ＨＡの振動が悪化される。
【００８１】
　これに対し、第一の実施形態においては、ステップ１６０において否定判別が行われる
と、ステップ２１０において、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdtが、ばね
上速度ｘｐｂ’及び目標減衰係数Ｃｔの積と同一の大きさで符号が逆転された値－ｘｐｂ

’×Ｃｔに設定される。よって、最終目標減衰力Ｆfdtが負の値になって、縮み側の可変
絞り装置３４が制御されることにより、伸び方向の減衰力が発生し、ばね上速度ｘｐｂ’
の大きさを減少させる方向に作用する。従って、ばね上部材ＨＡの制振が良好に行われる
。
【００８２】
　また、［ケースＨ］の場合には、目標減衰力Ｆdtが正の値であるが、相対速度Ｖreが負
の値であるので、伸び側の可変絞り装置３２を制御すると、縮み方向の減衰力が発生し、
ばね上速度ｘｐｂ’の大きさを増大させる方向に作用する。よって、従来のサスペンショ
ン装置の場合には、減衰力の制御によってばね上部材ＨＡの振動が悪化される。
【００８３】
　また、第一の実施形態においては、最終目標減衰力Ｆfdtが正の値になるので、従来の
サスペンション装置の場合と同様に、伸び側の可変絞り装置３２が制御される。よって、
ケースＨの場合には、第一の実施形態によっても、ばね上制振の効果を向上させることは
できない。
【００８４】
［２］目標減衰力が伸び方向の減衰力である場合
　目標減衰力が伸び方向の減衰力になるのは、目標減衰力が負の場合であるので、上記ケ
ースＢ、Ｃ、Ｆ、Ｇの四つの場合である。
【００８５】
　ステップ１５０において否定判別が行われ、ステップ１７０において、ばね上速度ｘｐ

ｂ’が０又は負の値であるか否かの判別、すなわち、目標減衰力Ｆdtの符号及びばね上速
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度ｘｐｂ’の符号が共に負で同一（０の場合を含む）であるか否かの判別が行われる。
【００８６】
［２－１］目標減衰力の符号及びばね上速度の符号が同一である場合
　上記ケースＦ及びＧの場合であり、これらの場合には、ステップ１７０において肯定判
別が行われ、ステップ２００において、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdt
が目標減衰力Ｆdtに設定される。
【００８７】
　［ケースＦ］の場合には、相対速度Ｖreが負の値であるので、縮み側の可変絞り装置３
４により発生される伸びみ方向の減衰力は、ばね上速度ｘｐｂ’の大きさを減少させる方
向に作用する。よって、ばね上部材ＨＡの制振が良好に行われる。
【００８８】
　これに対し、［ケースＧ］の場合には、相対速度Ｖreが正の値であるので、縮み側の可
変絞り装置３４を制御しても伸び方向の減衰力を発生させることができない。よって、ば
ね上部材ＨＡの制振は行われない。
【００８９】
　なお、ケースＦ及びＧの何れの場合も、従来及び第一の実施形態のサスペンション装置
の作動は同一であり、従って、ばね上制振の効果も同一である。
【００９０】
［２－２］目標減衰力の符号とばね上速度の符号とが異なる場合
　上記ケースＢ及びＣの場合であり、これらの場合には、ステップ１７０において否定判
別が行われ、ステップ２１０において、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdt
が、ばね上速度ｘｐｂ’及び目標減衰係数Ｃｔの積と同一の大きさで符号が逆転された値
－ｘｐｂ’×Ｃｔに設定される。
【００９１】
　［ケースＢ］の場合には、相対速度Ｖreが正の値であるので、縮み側の可変絞り装置３
４を制御しても縮み方向の減衰力を発生させることができない。よって、従来のサスペン
ション装置の場合には、ばね上部材ＨＡの制振は行われない。
【００９２】
　これに対し、第一の実施形態においては、ステップ１７０において否定判別が行われる
と、ステップ２１０において、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdtが、正の
値－ｘｐｂ’×Ｃｔに設定される。よって、伸び側の可変絞り装置３２が制御されること
により、縮み方向の減衰力が発生し、ばね上速度ｘｐｂ’の大きさを減少させる方向に作
用する。従って、ばね上部材ＨＡの制振が良好に行われる。
【００９３】
　［ケースＣ］の場合には、目標減衰力Ｆdtが負の値であり、相対速度Ｖreも負の値であ
るので、縮み側の可変絞り装置３４を制御すると、伸び方向の減衰力が発生し、ばね上速
度ｘｐｂ’の大きさを増大させる方向に作用する。よって、従来のサスペンション装置の
場合には、減衰力の制御によってばね上部材ＨＡの振動が悪化される。
【００９４】
　また、第一の実施形態においては、最終目標減衰力Ｆfdtが負の値になるので、従来の
サスペンション装置の場合と同様に、縮み側の可変絞り装置３４が制御される。よって、
ケースＣの場合には、第一の実施形態によっても、ばね上制振の効果を向上させることは
できない。
【００９５】
　かくして、第一の実施形態によれば、目標減衰力及びばね上速度の符号が異なるときに
は、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdtが、目標減衰力Ｆdtではなく、ばね
上速度ｘｐｂ’及び目標減衰係数Ｃｔの積と同一の大きさで符号が逆転された値（スカイ
フック理論に基づく減衰力と同様の減衰力）に設定される。そして、上記目標減衰力の修
正により、修正前の減衰力がばね上を制振するに必要な方向とは逆の方向に作用する状況
において、ばね上を制振するに必要な方向に減衰力を作用させることができる（ケースＥ
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）。換言すれば、「振動悪化」を「振動悪化なし」にすることができる。また、上記目標
減衰力の修正により、修正前の減衰力がばね上を制振させる方向に作用しない状況におい
て、ばね上を制振するに必要な方向に減衰力を発生させることができる（ケースＢ）。換
言すれば、「制振効果なし」を「制振効果あり」にすることができる。従って、ショック
アブソーバ１８の減衰力が常に目標減衰力Ｆdtになるよう制御される場合に比して、ばね
上の制振効果を向上させることができる。
【００９６】
　なお、第一の実施形態によれば、目標減衰力の符号とばね上速度の符号とが異ならない
ときには、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdtは目標減衰力Ｆdtに設定され
る。よって、目標減衰力Ｆdtに基づくショックアブソーバ１８の減衰力が、ばね上を制振
するに必要な方向とは逆の方向に作用しない状況においては、非線形Ｈ∞制御理論に基づ
いて演算される目標減衰係数に基づいて減衰力を制御することができる。このことは、後
述の第三の実施形態においても同様である。
【００９７】
［第二の実施形態］
　図６は第二の実施形態に於ける減衰力制御プログラムを示すフローチャートである。な
お、図６において、図３に示されたステップと同一のステップには図３において付された
ステップ番号と同一のステップ番号が付されている。このことは、後述の図７及び図８に
ついても同様である。
【００９８】
　この第二の実施形態においては、それぞれ伸び行程用の減衰力発生弁及び縮み行程用の
減衰力発生弁として機能する可変絞り装置３２及び３４の実効通路断面積、すなわち、開
度はアクチュエータ３６により無段階に、すなわち、連続的に制御可能である。換言すれ
ば、ショックアブソーバ１８の伸び行程及び縮み行程の減衰係数は連続的に制御可能であ
る。
【００９９】
　図６に示されている如く、この第二の実施形態においては、ステップ１００～１７０は
、第一の実施形態と同様に実行される。よって、ステップ１５０～１７０における判別の
内容は第一の実施形態の場合と同一である。
【０１００】
　ステップ１６０において、肯定判別、すなわち、ばね上速度ｘｐｂ’が正の値である旨
の判別が行われたときには、或いは、ステップ１７０において、肯定判別、すなわち、ば
ね上速度ｘｐｂ’が０又は負の値である旨の判別が行われたときには、制御はステップ２
０５へ進む。これに対し、ステップ１６０又は１７０において、否定判別が行われたとき
には、制御はステップ２１５へ進む。
【０１０１】
　ステップ２０５においては、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰係数Ｃftが、ステ
ップ１３０において演算された目標減衰係数Ｃtに設定される。これに対し、ステップ２
１５においては、最終目標減衰係数Ｃftが、ばね上速度ｘｐｂ’及び目標減衰係数Ｃｔの
積と同一の大きさで符号が逆転された値を相対速度Ｖreにて除算した値－ｘｐｂ’×Ｃｔ

／Ｖreに設定される。
【０１０２】
　ステップ２３５においては、図には示されていない最終目標減衰係数－制御位置（開弁
位置）参照テーブルを参照して、ショックアブソーバ１８の減衰係数を最終目標減衰係数
Ｃftにするための可変絞り装置３２又は３４の目標制御位置が決定される。この場合、最
終目標減衰係数Ｃftが正の値であるときには、伸び側の可変絞り装置３２の目標制御位置
ＰＥtが参照テーブルを参照して決定され、縮み側の可変絞り装置３４の目標制御位置Ｐ
Ｃtはフルソフトに対応する制御位置に決定される。これに対し、最終目標減衰係数Ｃft
が０又は負の値であるときには、縮み側の可変絞り装置３４の目標制御位置ＰＣtが参照
テーブルを参照して決定され、伸び側の可変絞り装置３２の目標制御位置ＰＥtはフルソ
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フトに対応する制御位置に決定される。
【０１０３】
　ステップ２４５においては、目標制御位置ＰＥt及びＰＣtに対応する制御信号がそれぞ
れ可変絞り装置３２及び３４へ出力されることにより、可変絞り装置により制御位置が目
標制御位置に制御される。よって、ショックアブソーバ１８の減衰力が最終目標減衰係数
Ｃftに対応する減衰力に制御される。
【０１０４】
　かくして、第二の実施形態によれば、目標減衰力の符号とばね上速度の符号とが異なる
ときには、最終目標減衰係数Ｃftが、ばね上速度ｘｐｂ’及び目標減衰係数Ｃｔとの積と
同一の大きさで符号が逆転された値（スカイフック理論に基づく減衰力と同様の減衰力）
を相対速度Ｖreにて除算した値－ｘｐｂ’×Ｃｔ／Ｖreに設定される。よって、最終目標
減衰係数Ｃftと相対速度Ｖreとの積であるショックアブソーバ１８の減衰力は、－ｘｐｂ

’×Ｃｔとなり、上述の第一の実施形態の最終目標減衰力Ｆfdtと同一になる。
【０１０５】
　従って、第一の実施形態の場合と同様に、ショックアブソーバ１８の修正前の減衰力が
、ばね上を制振するに必要な方向とは逆の方向に作用する状況（ケースＥ）において、ば
ね上を制振するに必要な方向に減衰力を作用させることができる。また、ショックアブソ
ーバ１８の修正前の減衰力が、ばね上を制振させる方向に作用しない状況（ケースＢ）に
おいて、ばね上を制振するに必要な方向に減衰力を発生させることができる。従って、目
標減衰力の符号とばね上速度の符号とが異なるときにも減衰係数が修正されない場合に比
して、ばね上の制振効果を向上させることができる。
 
【０１０６】
　なお、第二の実施形態によれば、目標減衰力の符号とばね上速度の符号とが異ならない
ときには、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰係数Ｃftは係数Ｃtに設定される。よ
って、目標減衰力Ｆdtに基づくショックアブソーバ１８の減衰力が、ばね上を制振するに
必要な方向とは逆の方向に作用しない状況においては、非線形Ｈ∞制御理論に基づいて演
算される目標減衰係数に基づいて減衰力を制御することができる。このことは、後述の第
四の実施形態においても同様である。
【０１０７】
［第三の実施形態］
　図７は第一の実施形態の修正例として構成された第三の実施形態に於ける減衰力制御プ
ログラムの要部を示すフローチャートである。
【０１０８】
　この第三の実施形態においては、図７に示されている如く、ステップ１００～１７０、
２００、２１０、２３０～２５０は、第一の実施形態の場合と同様に実行される。よって
、ステップ１５０～１７０における判別の内容も第一及び第二の実施形態の場合と同一で
ある。
【０１０９】
　ステップ１６０又は１７０において、肯定判別が行われたときには、換言すれば、ばね
上速度ｘｐｂ’の符号が目標減衰力Ｆdtの符号と同一である旨の判別が行われたときには
、制御はステップ２００へ進む。しかし、ステップ１６０において、否定判別が行われた
ときには、制御はステップ１８０へ進み、ステップ１７０において、否定判別が行われた
ときには、制御はステップ１９０へ進む。
【０１１０】
　ステップ１８０及び１９０においては、ばね上－ばね下相対速度Ｖreが負の値、すなわ
ち、ばね上及びばね下が互いに近づいている状況であるか否かの判別が行われる。そして
、肯定判別が行われたときには、制御はステップ２１０へ進み、否定判別が行われたとき
には、制御はステップ２２０へ進む。
【０１１１】
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　ステップ２２０においては、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰力Ｆfdtが、ばね
上速度ｘｐｂ’と目標減衰係数Ｃｔとの積ｘｐｂ’×Ｃｔに設定される。
【０１１２】
＜第三の実施形態の作動＞
　表３は第一の実施形態のサスペンション装置の作動を示している。なお、表３において
、ハッチングが施された部分は、第三の実施形態のサスペンション装置の作動が従来のサ
スペンション装置の作動とは異なる部分を示している。
【０１１３】
【表３】

【０１１４】
　表３と表２との比較より解る如く、ケースＣ及びＨ以外のケースの作動は第一の実施形
態のサスペンション装置の場合と同一である。ケースＣ及びＨは、第一の実施形態におい
ては、従来のサスペンション装置の場合と同様に、減衰力がばね上速度ｘｐｂ’を増大さ
せる方向に作用し、よって、減衰力の制御によってばね上部材ＨＡの振動が悪化されるこ
とを防止できないケースである。
【０１１５】
　この第三の実施形態においては、［ケースＣ］の場合には、目標減衰力Ｆdt及び相対速
度Ｖreは負の値であり、ばね上速度ｘｐｂ’は正の値である。よって、ステップ１５０及
び１７０において否定判別が行われ、ステップ１９０において肯定判別が行われ、これに
よりステップ２２０が実行される。
【０１１６】
　ステップ２２０においては、最終目標減衰力Ｆfdtが正の値に演算されるので、ステッ
プ２４０において伸び側の可変絞り装置３２が制御される。しかし、相対速度Ｖreは負の
値であるので、伸び側の可変絞り装置３２を制御しても縮み方向の減衰力を発生させるこ
とができない。よって、ばね上部材ＨＡの制振は行われないが、減衰力の制御に起因して
ばね上部材ＨＡの振動が悪化されることを防止できる。
【０１１７】
　また、［ケースＨ］の場合には、目標減衰力Ｆdt及び相対速度Ｖreは正の値であり、ば
ね上速度ｘｐｂ’は負の値である。よって、ステップ１５０において肯定判別が行われ、
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ステップ１６０及び１８０において否定判別が行われ、これによりステップ２２０が実行
される。
【０１１８】
　ステップ２２０においては、最終目標減衰力Ｆfdtが負の値に演算されるので、ステッ
プ２４０において縮み側の可変絞り装置３４が制御される。しかし、相対速度Ｖreは正の
値であるので、縮み側の可変絞り装置３４を制御しても伸び方向の減衰力を発生させるこ
とができない。よって、ばね上部材ＨＡの制振は行われないが、減衰力の制御に起因して
ばね上部材ＨＡの振動が悪化されることを防止できる。
【０１１９】
　従って、ケースＣ及びＨの何れについても、減衰力の制御に起因してばね上部材ＨＡの
振動が悪化されることを防止することができる。換言すれば、ケースＢ及びＥについて、
第一の実施形態の場合と同様に、「制振効果なし」を「制振効果あり」にすると共に、ケ
ースＣ及びＨについて、「振動悪化」を「振動悪化なし」にすることができる。よって、
この第三の実施形態によれば、第一の実施形態の場合よりもばね上の制振効果を向上させ
ることができる。
【０１２０】
［第四の実施形態］
　図８は第二の実施形態の修正例として構成された第四の実施形態に於ける減衰力制御プ
ログラムの要部を示すフローチャートである。
【０１２１】
　この第四の実施形態においては、図８に示されている如く、ステップ１００～１７０、
２０５、２１５、２３５～２５０は、第二の実施形態の場合と同様に実行される。よって
、ステップ１５０～１７０における判別の内容は第一乃至第三の実施形態の場合と同一で
ある。また、ステップ１８０及び１９０は、第三の実施形態の場合と同様に実行される。
よって、ステップ１８０及び１９０における判別の内容は第三の実施形態の場合と同一で
ある。
【０１２２】
　ステップ１６０又は１７０において、肯定判別が行われたときには、換言すれば、ばね
上速度ｘｐｂ’の符号が目標減衰力Ｆdtの符号と同一である旨の判別が行われたときには
、制御はステップ２０５へ進む。また、ステップ１８０及び１９０において、肯定判別が
行われたときには、換言すれば、ばね上－ばね下相対速度Ｖreが負の値である旨の判別が
行われたときには、制御はステップ２１５へ進み、否定判別が行われたときには、制御は
ステップ２２５へ進む。
【０１２３】
　ステップ２２５においては、ショックアブソーバ１８の最終目標減衰係数Ｃftが、ばね
上速度ｘｐｂ’と目標減衰係数Ｃｔとの積を相対速度Ｖreにて除算した値ｘｐｂ’×Ｃｔ

／Ｖreに設定される。
【０１２４】
　かくして、第四の実施形態によれば、目標減衰力Ｆdt及びばね上速度ｘｐｂ’の符号が
異なり、相対速度Ｖre及びばね上速度の符号が同一であるとき（ケースＢ及びＥ）には、
ステップ２１５において最終目標減衰係数Ｃftが、－ｘｐｂ’×Ｃｔ／Ｖreに設定される
。よって、最終目標減衰係数Ｃftと相対速度Ｖreとの積であるショックアブソーバ１８の
減衰力は、－ｘｐｂ’×Ｃｔとなり、上述の第一の実施形態の最終目標減衰力Ｆfdtと同
一になる。
【０１２５】
　従って、［ケースＢ］及び［ケースＥ］の何れについても、第一ないし第三の実施形態
の場合と同様に、目標減衰力の符号とばね上速度の符号とが異なるときにも減衰係数が修
正されない場合に比して、ばね上の制振効果を向上させることができる。
【０１２６】
　また、目標減衰力Ｆdt及びばね上速度ｘｐｂ’の符号が異なり、かつ、相対速度Ｖre及
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びばね上速度の符号が異なるとき（ケースＣ及びＨ）には、ステップ２２５において最終
目標減衰係数Ｃftが、ｘｐｂ’×Ｃｔ／Ｖreに設定される。
【０１２７】
　特に、［ケースＣ］の場合には、目標減衰力Ｆfdtは負の値になるが、上記最終目標減
衰係数Ｃftの修正により、最終目標減衰力Ｆfdtは正の値になる。よって、ステップ２４
５において伸び側の可変絞り装置３２が制御される。しかし、相対速度Ｖreは負の値であ
るので、伸び側の可変絞り装置３２を制御しても縮み方向の減衰力を発生させることがで
きない。従って、ばね上部材ＨＡの制振は行われないが、減衰力の制御に起因してばね上
部材ＨＡの振動が悪化されることを防止できる。
【０１２８】
　また、［ケースＨ］の場合には、目標減衰力Ｆfdtは正の値になるが、上記最終目標減
衰係数Ｃftの修正により、最終目標減衰力Ｆfdtは負の値になる。よって、ステップ２４
５において縮み側の可変絞り装置３４が制御される。しかし、相対速度Ｖreは正の値であ
るので、縮み側の可変絞り装置３４を制御しても伸び方向の減衰力を発生させることがで
きない。従って、ばね上部材ＨＡの制振は行われないが、減衰力の制御に起因してばね上
部材ＨＡの振動が悪化されることを防止できる。
【０１２９】
　従って、よって、ケースＣ及びＨの何れについても、「振動悪化」を「振動悪化なし」
にすることができ、減衰力の制御に起因してばね上部材ＨＡの振動が悪化されることを防
止することができる。従って、この第四の実施形態によれば、第三の実施形態の場合と同
様に、第一及び第二の実施形態の場合よりもばね上の制振効果を向上させることができる
。
【０１３０】
　なお、表１と表２及び表３との比較より解る如く、ケースＤ及びＧについては、第一な
いし第四の何れの実施形態によっても、「制振効果なし」を「制振効果あり」にすること
はできない。これらの場合には、ばね上の制振に必要な減衰力の作用方向がショックアブ
ソーバにより発生可能な減衰力の作用方向とは逆になる。よって、これらのケースについ
ては、減衰力の作用方向がばね上－ばね下の相対速度の方向により決定され、パッシブな
減衰力しか発生できないショックアブソーバを如何に制御しても、制振効果を向上させる
ことはできない。
【０１３１】
　以上においては、本発明を特定の実施形態について詳細に説明したが、本発明は上述の
実施形態に限定されるものではなく、本発明の範囲内にて他の種々の実施形態が可能であ
ることは当業者にとって明らかであろう。
【０１３２】
　例えば、上述の第一及び第三の実施形態においては、ステップ１７０において、ばね上
速度ｘｐｂ’が０又は負の値であるか否かの判別が行われるようになっている。しかし、
ステップ１５０に先立ってばね上速度ｘｐｂ’が０であるか否かの判別が行われ、否定別
が行われたときに制御がステップ１５０へ進み、肯定判別が行われたときには可変絞り装
置３２及び３４の目標制御段ＳＥt及びＳＣtがフルソフトの値に設定されよう修正されて
もよい。
【０１３３】
　同様に、上述の第二及び第四の実施形態においては、ステップ１５０に先立ってばね上
速度ｘｐｂ’が０であるか否かの判別が行われ、否定別が行われたときに制御がステップ
１５０へ進み、肯定判別が行われたときには可変絞り装置３２及び３４による制御位置が
フルソフトの制御位置に設定されよう修正されてもよい。
【０１３４】
　また、上述の各実施形態においては、ばね上速度ｘｐｂ’が０でなければ、可変絞り装
置３２及び３４の制御段又は制御位置がそれぞれ最終目標減衰力又は最終目標減衰係数に
応じて制御される。しかし、ステップ１５０に先立ってばね上速度ｘｐｂ’の大きさが基
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準値以下であるか否かの判別が行われ、否定別が行われたときに制御がステップ１５０へ
進み、肯定判別が行われたときには目標制御段又は制御位置が前回値に維持定されるよう
修正されてもよい。
【０１３５】
　また、上述の各実施形態においては、目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号は相対速
度及び目標減衰係数の積、すなわち、目標減衰力の符号である。しかし、相対速度及び目
標減衰係数の符号が同一であるときには、目標減衰係数に基づく目標減衰力の符号が正と
判定され、相対速度及び目標減衰係数の符号が異なるときには、目標減衰係数に基づく目
標減衰力の符号が負と判定されてもよい。
【０１３６】
　また、上述の各実施形態においては、目標減衰係数は非線形Ｈ∞制御理論に基づいて可
演算される可変減衰係数と予め設定された固定減衰係数との和として演算され、状況によ
って目標減衰係数の大きさや符号が変化する。しかし、目標減衰係数の大きさや符号がば
ね上の制振や車両の姿勢制御の目的で変化される限り、目標減衰係数は任意の制御側に従
って演算されてよい。
【符号の説明】
【０１３７】
　１０…サスペンション装置、１２…サスペンション機構、１４…演算制御装置、１６…
サスペンションスプリング、１８…ショックアブソーバ、３２，３４…可変絞り装置、３
６…アクチュエータ、３８…マイクロコンピュータ、４０…ばね上加速度センサ、４２…
ばね下加速度センサ、４４…ばね下加速度センサ、４６…タイヤ変位量センサ、１００…
車両、ＨＡ…ばね上部材、ＬＡ…ばね下部材

【図１】

【図２】

【図３】
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